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12 Vgl. Engl äander,［Fn.2］S.43f.




























18 Heiko Hartmut Lesch, Notwehrrecht und Beratungsschutz, 2000, S.31f.
































21 以下で述べる権利に関する分類は，Engl äander,［Fn.2］S.68Š. を参考にした。




















存在するのである。たとえば，権利の担い手 T が A に対して，T 自身の身体の完全性を侵害しな




よって保護される場合に存在する。たとえば，T が A に対して，T の所有物を T の意思に基づい
て利用するという自由な地位（Freistellung）にいる場合が考えられる。この場合，自己の所有物
を利用できるという T の自由は，A によってこの自由な利用を妨げられないという要求を意味す












にある。たとえば，T が遺言状で A を相続人に指名したために，A が相続権を得たような場合。
このような場合，権利の担い手である T は，その資格によって，A を相続人に指名することがで
きる。しかしながら，T はその資格によって名宛人 A の行動を義務づけることはできないのであ
る。なぜなら，資格は，権利の担い手の法的能力としての権能のみに従事するが，名宛人に特定の
行動を義務づけるものではないからである。したがって，この例に沿って言えば，T はその資格






















29 ただし例外的に，絶対的権利は積極的な行為を要求することができる。Vgl. Engl äander,［Fn.2］S.72.
30 Engl äander,［Fn.2］S.72.
































33 Engl äander,［Fn.2］S.73f. und S.40Š. この点につき詳細は，Armin Engl äander, Moralische Richtigkeit als
Bedingung der Rechtsgeltung? Eine erkenntnistheoretische Kritik, in: ARSP90, 2004, S.8697. アルミン・エ
ングレンダー（増田豊訳）「道徳的正当性を法的妥当の条件として捉えることは可能か―認識論的批判―」
法律論叢83巻 1 号（2010年）303頁以下参照。
34 Engl äander,［Fn.2］S.74f. なお，Armin Engl äander, Rechtsbegr äundung durch aufgekl äartes Eigeninteresse,















































ある。たとえば，A が T からの，身体の完全性を侵害しないで欲しいという要求を受け入れるの

















































































































































































































































































































































68 また，正当防衛権の制限について，Christian J äager は，正当防衛および緊急救助が法確証原理にまったく左
右されずに存在しうるのかどうか，この点に関する問いが提起されるだろうと述べている。それというの
も，エングレンダーが，たとえば意図的挑発の場合に，正当防衛権を制限するために権利濫用論を援用する
からである。Vgl.Rechtswissenschaft2010,Heft1,S.86Š. こうした問題点もなお今後の検討対象としたい。
えられる。そうした場合に，被攻撃者の意思に反してまで，その被害者を救助するために緊急救助
を行うことが認められるのかという問題である（いわゆる強要的緊急救助）。たとえば，被攻撃者
が自身で防御するつもりである場合や，被攻撃者が攻撃者を保護したいと思っている場合（攻撃者
が自分の家族や友人であるような場合）などである。そのような場合，被攻撃者の拒否の意思がど
の範囲まで第三者に対して影響を及ぼすのか。被攻撃者が救助を拒否したとしても第三者は救助を
強要することが可能なのかどうかが問題となる67,68。
以上のように，とりわけ被攻撃者が救助を拒否しているような場合に，権利論拠からはどのよう
な帰結に到るのか，そして，その帰結が合理的なものであるのかという点については，法確証論拠
と対比して慎重に検討する必要がある。本稿で論じた権利論拠は，このような問題を検討する際の
前提を提示するものである。
